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交通安全環境研究所の使命

民間で実施可能な研究開発は民間に任せ、国の目標に直結した業務を実施
－ 自動車の安全／環境基準案の策定、国際基準調和活動

－ 自動車の基準への適合性の審査、不具合情報分析等のリコール調査

－ 都市内公共交通機関のシステム評価と実用化推進

－ 国の目標達成のための新技術開発における産学官連携等の中核的役割

－今後１０年で交通事故死者数を５０００人以下に

－自動車が主因の一つである大気汚染等の環境基準を１００％達成

－京都議定書に示された二酸化炭素排出削減目標を達成（運輸部門）

－公共輸送システムの安全性/利便性を向上

国
の
目
標

自動車産業は日本の基幹産業であり、国際競争がますます激しくなっている
ことから、官民が連携してそれぞれの役割を果たす必要がある。他方、自動車
産業の社会的影響度が増大しつつあるが故に､安全の確保､環境の保全といった
自動車ユーザーや国民の立場に立った研究や審査も必要となる。 更に、地球
環境に有利とされる鉄道分野においても、安全性の確保のための研究や、特に
都市内を中心とする公共交通機関の利便性の向上のための研究等が必要である。
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背背 景景
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車車の利便性の利便性、快適性、快適性

モータリゼーションの急激な発展モータリゼーションの急激な発展
輸送需要の増大輸送需要の増大、、車両の大型化車両の大型化

我が国の経済発展我が国の経済発展

自動車自動車による環境負荷の増大による環境負荷の増大

昭和４０年代：昭和４０年代：自動車排出ガスによる大気汚染、自動車排出ガスによる大気汚染、
交通量の増大や高速化による交通騒音の増加交通量の増大や高速化による交通騒音の増加

昭和５０年代：昭和５０年代：＋オイルショック、省エネルギー問題＋オイルショック、省エネルギー問題

昭和６０年代：昭和６０年代：＋地球温暖化問題＋地球温暖化問題

自動車がもたらす自動車がもたらす

大気汚染、地球温暖化、騒音大気汚染、地球温暖化、騒音・・振動振動、エネルギー需給、エネルギー需給

問題の解決が、２１世紀の大きな課題の一つ問題の解決が、２１世紀の大きな課題の一つ

平成平成 ～～ ：：

環境研究領域
が担う分野

＋エネルギー資源、持続型社会＋エネルギー資源、持続型社会



社会背景社会背景 ：： 自動車台数の増加、大型化自動車台数の増加、大型化

乗用車の大型化の推移

自動車保有台数の推移
車両の
大型化

車両台数
の増加
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環境問題環境問題

浮遊粒子状物質ＳＰＭ浮遊粒子状物質ＳＰＭの環境基準達成状況の推移の環境基準達成状況の推移

未達成局
が残る
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我が国の自動車燃料使用量の推移

輸送機関別ＣＯ2
排出量の割合

エネルギー・ＣＯエネルギー・ＣＯ22問題問題

増加の一途

・乗用車で５６％
・貨物車で２８％



車種別車種別NOxNOx，ＰＭ排出寄与率，ＰＭ排出寄与率
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乗用車

軽トラック

小型トラック

普通トラック

小型トラック

乗用車

バス特殊自
動車

NOx
FY2001

ガソリン車
20%

ディーゼル車 80%

軽乗用車

普通トラック

バス

PM
FY2001

ディーゼル車
100％

ディーゼル普通トラック ; 3.3 %

注; ガソリン車のＰＭは日本では測定されていない．

特殊自
動車

乗用車

小型トラック

保有台数割合

台数は3.3％にすぎないのに…

NOｘ、PM排出量は過半数を超える



大型ディーゼル車排出ガス規制の推移大型ディーゼル車排出ガス規制の推移

0

20

40

60

80

100

1970 1980 1990 2000 2010

年度

Ｐ
Ｍ
低
減
率
%

0

20

40

60

80

100

1970 1980 1990 2000 2010

年度

N
O
x
 低
減
率

%

長期規制 (1997-1999)
新短期規制

6.0g/kWh
4.5g/kWh

400ppm

0.7g/kWh

0.25g/kWh

0.18g/kWh

長期規制 (1997-1999)

短期規制 (1990-1994)

新短期規制

470ppm
540ppm

650ppm

770ppm

0.027g/kWh
新長期規制

2005.10

短期規制 (1990-1994)

2.0g/kWh新長期規制
2005.10

3.38g/kWh

ポスト新長期規制
2009

0.7g/kWh

0.01 g/kWh

ポスト新長期規制
2009

0

20

40

60

80

100

1970 1980 1990 2000 2010

年度

Ｐ
Ｍ
低
減
率
%

0

20

40

60

80

100

1970 1980 1990 2000 2010

年度

N
O
x
 低
減
率

%

長期規制 (1997-1999)
新短期規制

6.0g/kWh
4.5g/kWh

400ppm

0.7g/kWh

0.25g/kWh

0.18g/kWh

長期規制 (1997-1999)

短期規制 (1990-1994)

新短期規制

470ppm
540ppm

650ppm

770ppm

0.027g/kWh
新長期規制

2005.10

短期規制 (1990-1994)
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ガソリン・LPG車の2009年排出ガス規制ガソリン・ガソリン・LPGLPG車の車の 20092009年年排出ガス排出ガス規制規制

成成 分　分　g/km  g/km  NOx  NOx  NMHC CONMHC CO PMPM＊＊

乗用車　　　乗用車　　　 0.05    0.05    1.150.05    0.05    1.15 0.005 0.005 
トラック・バストラック・バス

・軽自動車・軽自動車 0.05    0.05    4.020.05    0.05    4.02 0.0050.005
・・GG≦≦1.7 t  1.7 t  0.05    0.05    1.150.05    0.05    1.15 0.005 0.005 
・・1.7t 1.7t ＜＜GG≦≦3.5 t3.5 t 0.07    0.05    2.550.07    0.05    2.55 0.0070.007
・・GG＞＞3.5 t 3.5 t (g/kWh)(g/kWh) 0.7      0.23    16.00.7      0.23    16.0 0.010.01

G: G: 車両総重量車両総重量 　　**　吸蔵型　吸蔵型NONOｘｘ還元触媒を装着したリーンバーン直噴車のみ還元触媒を装着したリーンバーン直噴車のみ

成成 分　分　g/km  g/km  NOx  NOx  NMHC CONMHC CO PMPM＊＊

乗用車　　　乗用車　　　 0.05    0.05    1.150.05    0.05    1.15 0.005 0.005 
トラック・バストラック・バス

・軽自動車・軽自動車 0.05    0.05    4.020.05    0.05    4.02 0.0050.005
・・GG≦≦1.7 t  1.7 t  0.05    0.05    1.150.05    0.05    1.15 0.005 0.005 
・・1.7t 1.7t ＜＜GG≦≦3.5 t3.5 t 0.07    0.05    2.550.07    0.05    2.55 0.0070.007
・・GG＞＞3.5 t 3.5 t (g/kWh)(g/kWh) 0.7      0.23    16.00.7      0.23    16.0 0.010.01

G: G: 車両総重量車両総重量 　　**　吸蔵型　吸蔵型NONOｘｘ還元触媒を装着したリーンバーン直噴車のみ還元触媒を装着したリーンバーン直噴車のみ

ディーゼル車の2009 年排出ガス規制ディーゼル車のディーゼル車の2009 2009 年年排出ガス規制排出ガス規制

　　　　成成 分分 g/km              PM       g/km              PM       NOx    NOx    NMHC   CO     NMHC   CO     

乗用車乗用車 0.0050.005　　0.080.08　　0.024   0.630.024   0.63
トラック・バストラック・バス

・・GG≦≦ 1.7 t1.7 t　　　　　　 0.0050.005　　0.080.08　　0.0240.024　　0.630.63
・・1.7 t 1.7 t ＜＜GG≦≦3.5 t3.5 t　　 0.0070.007　　0.150.15　　0.0240.024　　0.630.63
・・3.5 t 3.5 t ＜＜G (g/kWh)G (g/kWh) 0.01 0.01 　　0.70.7　　 0.170.17　　 2.222.22
（（挑戦目標値挑戦目標値, , g/kWhg/kWh）） 0.7/30.7/3程度　程度　

E: E: 等価慣性重量等価慣性重量 , , G: G: 車両総重量車両総重量

　　　　成成 分分 g/km              PM       g/km              PM       NOx    NOx    NMHC   CO     NMHC   CO     

乗用車乗用車 0.0050.005　　0.080.08　　0.024   0.630.024   0.63
トラック・バストラック・バス

・・GG≦≦ 1.7 t1.7 t　　　　　　 0.0050.005　　0.080.08　　0.0240.024　　0.630.63
・・1.7 t 1.7 t ＜＜GG≦≦3.5 t3.5 t　　 0.0070.007　　0.150.15　　0.0240.024　　0.630.63
・・3.5 t 3.5 t ＜＜G (g/kWh)G (g/kWh) 0.01 0.01 　　0.70.7　　 0.170.17　　 2.222.22
（（挑戦目標値挑戦目標値, , g/kWhg/kWh）） 0.7/30.7/3程度　程度　

E: E: 等価慣性重量等価慣性重量 , , G: G: 車両総重量車両総重量

2005年4月に発表
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世界各地域におけるディーゼル排出ガス規制の比較世界各地域におけるディーゼル排出ガス規制の比較
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道路交通騒音の現況と問題点道路交通騒音の現況と問題点
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基準値以下（昼夜とも） 基準値以下（昼間） 基準値以下（夜間） 基準値超過（昼夜とも）

環境基準の達成状況調査結果（点的評価）環境基準の達成状況調査結果（点的評価）

（環境省：「日本の自動車環境対策」Ｈ１４年１０月より）（環境省：「日本の自動車環境対策」Ｈ１４年１０月より）
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（１） 加速走行試験方法（ＩＳＯ３６２）が市街
地走行の実態を代表していない可能性

（２） タイヤ道路騒音への対策

（３） 交換用マフラーによる自動車騒音対策

(I-INCE(WP-NERV) Final report,2001July)

自動車単体騒音規制の問題点と課題自動車単体騒音規制の問題点と課題

今回はこのテーマに
絞って紹介
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環境研究領域の取り組み
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交通安全環境研究所 環境研究領域の研究分野

＜重点研究分野＞

○事故の原因究明
○事故防止策の究明
○被害軽減策の究明
○地域環境の改善
○地球環境の保全
○エネルギー資源の節約及び多様化
○都市交通システムの機能向上
○公共交通システムの機能向上・有効活用

＜研究目的の重点化＞ 今回講演テーマ
○大気汚染等の実態の把握及び分析 ⇒ 交換用マフラー（講演 IV）等

○環境、エネルギー対策の評価手法の開発及び効果の予測 ⇒ 新燃料（講演 III) 等

○技術基準案の策定、国際基準調和活動 ⇒ 技術基準国際調和活動（講演 V）

○環境、エネルギー対策実施後の効果の評価 ⇒ 後処理装置（講演 II）等

○新技術の開発及び普及促進における産学官連携の中核的役割 ⇒ 次世代プロジェクト（講演 I）

基準の策定等の国の安全・環境

対策に資する目的の研究に限定し、

行政ニーズを反映した研究分野の

更なる重点化
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交通安全環境研究所交通安全環境研究所環境研究領域の活動環境研究領域の活動

次世代型低公害自動車および燃料

交通機関の利便性を損なうことなく環境負荷の低減を追求

国際協力（基準調和）

交通騒音の低減

研究成果の積極的公表

国内外の研究機関、大学等との
連携

自動車排出ガスの低減

交通機関の省エネルギー化
および地球温暖化の抑止

環境行政への提言、協力

測定・評価技術の開発

国内外の研究機関、大学等との
連携



当領域で当領域で現在進めている環境分野の研究現在進めている環境分野の研究

◎次期排出ガス規制 ◎超低公害車に対する要望 ◎代替エネルギー
◎ナノ粒子への関心 ◎地球温暖化対策 ◎騒音・振動

社会的動向社会的動向

独立行政法人 交通安全環境研究所

重点研究対象 環境研究領域で実施中の研究

自動車排出ガス

◎今後の排出ガス規制対応技術
（ディーゼル燃焼、排気後処理装置）
◎新しい排出ガス測定技術
◎地球温暖化ガス

触媒、粒子トラッパ等の排気後処理システム
ディーゼルエンジンの新しい燃焼制御技術
ＰＭ粒径分布、超低濃度排出ガス、未規制微量物
質等の新しい計測技術の開発
未規制有害物質の自動車からの排出実態
地球温暖化ガスの排出実態と低減技術

代替エネルギー
および新動力

◎代替燃料の使用による内燃機関の低公害
化、高効率化
◎ハイブリッド等次世代型自動車動力シス
テム
◎燃料電池自動車の市場導入に係わる技術
評価

ＣＮＧ，ＤＭＥの自動車用機関への適用基礎技術
開発
燃料電池システムに関する基礎研究
ハイブリッドシステムの最適化手法
次世代大型低公害自動車の研究開発

エネルギー消費
の合理化

◎合理的燃費評価手法
◎既存車の燃費低減技術
◎排出ガス対策との整合性

自動車の実走行燃費影響要因の解析と改善手法
自動車エネルギー消費効率の評価手法

交通騒音

◎個別音源の低減技術と評価手法
◎車両・インフラ系騒音低減技術
（自動車、鉄道）
◎新測定評価法（音源探索、騒音検知シス
テム）

自動車エンジン騒音対策
タイヤ騒音発生メカニズムの解明と低減手法
アクティブノイズ制御による自動車騒音低減対策
鉄道による沿道騒音の予測と防音壁の最適化手法



環境研究領域の環境研究領域の研究研究の方向性の方向性

地域環境の改善（地域から局所へ）地域環境の改善（地域から局所へ）
・平均的環境（地域平均）の改善は進む

未規制物質、新技術評価、環境対策の適正遂行評価など

・局所的環境（沿道）には課題が残る
NO2、PM、騒音、新対策による二次影響など

地球環境の保全（地域から大域へ）地球環境の保全（地域から大域へ）
・地球温暖化物質（ CO2 、 N2O ）排出量の評価

（単体、事業所、交通）
・地球温暖化物質の低減方策（ハード、ソフト）

エネルギー資源の節約及び多様化エネルギー資源の節約及び多様化
（低公害から低環境負荷へ）（低公害から低環境負荷へ）

・従来燃料（ガソリン、軽油）の燃費低減
・低環境負荷（低公害＋低地球温暖化物質）燃料の有効性評価
・多様なエネルギー源の追求

測
定
評
価
技
術
の
高
度
化

独立行政法人 交通安全環境研究所



環境研究領域で実施中の主な研究課題環境研究領域で実施中の主な研究課題

DPF装着ディーゼル車排出微粒子の排出実態解明と動態モデルに関する研究

自動車から排出される微量有機成分の計測方法に関する研究

排出ガスに係る車載診断システム（OBD）の高度化に伴う診断技術の調査研究

次世代排気ガス計測法の開発に関する研究

各種先進要素技術による排気改善要因の解析に関する研究

DIディーゼルエンジンの燃料、機関運転条件がPM,PAHおよびニトロPAH排出に与
える影響に関する研究

新型動力自動車の国際基準調和に関する研究

実使用条件下の車両・エンジン特性を反映させた台上燃費
試験手法に関する研究

独立行政法人 交通安全環境研究所

車体等吸音特性の最適化によるタイヤ道路騒音の防止技
術に関する研究

自動車の排気騒音の低減に関する研究



国から委託された国から委託された環境分野の環境分野の試験調査課題試験調査課題

独立行政法人 交通安全環境研究所

◎尿素ＳＣＲシステム技術指針策定に関する調査

◎不正燃料に係る排出ガス耐久性実証調査

◎オフサイクル対策に係る試験調査

◎交換用マフラーの認証制度等に関する調査

◎車載式排出ガス分析装置及び自動車環境アセスメント
に関する調査

◎新型動力自動車の国際基準調和に対応するための調査

◎バイオディーゼル燃料の排出ｶﾞｽ試験

◎次世代低公害車開発・実用化促進事業次世代低公害車開発・実用化促進事業

◎バイオマス燃料対応自動車開発促進事業

◎◎燃料電池燃料電池バスバス実用化促進プロジェクト実用化促進プロジェクト



ディーゼル車をめぐる国際基準調和の動きとディーゼル車をめぐる国際基準調和の動きと
交通安全環境研究所の対応交通安全環境研究所の対応

国連欧州経済委員会自動車部会（ＥＣＥ／ＷＰ２９）における
自動車の基準調和活動に積極的に参加するとともに，研究成果を発信

排出ガス・エネルギー専門家会議（ＧＲＰＥ）

独立行政法人 交通安全環境研究所

大型ディーゼル車排出ガス試験法ＷＧ（ＷＨＤＣ）

車上排出ガス対策システム診断装置ＷＧ（ＷＷＨ－ＯＢＤ）

ディーゼル微粒子測定法ＷＧ（ＰＭＰ）

水素及び燃料電池車WG (HFCV)

自動車騒音専門家会議（ＧＲＢ）

自動車加速騒音試験法改定の審議 他



「次世代低公害車開発促進事業」「次世代低公害車開発促進事業」
（国土交通省）（国土交通省）

大型ディーゼル車に代替する次世代低公害車の
開発・実用化を平成１４年度より３ヶ年計画で促進

（予算総額：約４０億円）

次世代の低公害車両等の開発・試作
安全上・環境保全上の技術基準等の策定

次世代大型低公害車普及のための環境を整備

国土交通省からの委託を受け

交通安全環境研究所が中核機関として
産，学の協力の下に本事業を推進

独立行政法人 交通安全環境研究所



次世代低公害車開発促進プロジェクトの全体スキーム

独立行政法人 交通安全環境研究所



プロジェクトプロジェクトの実施体制の実施体制

独立行政法人 交通安全環境研究所

国土交通省

次世代低公害車開発促進会議

○事務局：交通研
・委員
飯田訓正（慶大教授）
梶谷修一（茨大教授）

藤田修（北大教授）
草鹿 仁（早大助教授）

ハイブリッド自動車
ＷＧ

○事務局：交通研
・委員
大聖泰弘（早大教授）
堀洋一（東大教授）
近久武美（北大教授）
紙屋雄史（群大助教授）

スーパークリーン
ディーゼル自動車

ＷＧ

○事務局：交通研
・委員
塩路昌宏（京大教授）
小川英之（北大教授）
千田二郎（同大教授）

（独） 交通安全環境研究所

ＤＭＥ(ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ)
自動車及び天然ガ
ス自動車ＷＧ

燃料電池
バス実証
試験ＷＧ

○事務局：交通研
・委員
石谷 久（慶大教授）
大聖泰弘（早大教授）
近久武美（北大教授）
紙屋雄史（群大助教授）
国土交通省
経済産業省
東京都



開発実施体制開発実施体制

（独）交通安全環境研究所内の実施体制

〇領域横断的プロジェクトチーム（交通研）
各研究領域より１３名の正規研究職員が参加

〇開発専任のポスドク研究員，実験計測補助員を採用
〇大型自動車排気研究棟などの試験設備の拡充

独立行政法人 交通安全環境研究所

外部の協力体制

参加企業，団体参加企業，団体：
日産ディーゼル工業（株） ⇒ DMEトラック
(社)日本ガス協会 ⇒ CNGトラック
三菱ふそうトラック・バス（株）⇒ シリーズハイブリッドディーゼルバス
日野自動車（株） ⇒ パラレルハイブリッドディーゼルトラック
（株）新エィシーイー ⇒ スーパークリーンディーゼルエンジン

協力企業，団体協力企業，団体：
ＪＡＲＩ，ＮＧＫ，石川島播磨，他

大学大学：
北海道大学，早稲田大学，武蔵工業大学



開発候補車両等と提示された開発目標値の一覧開発候補車両等と提示された開発目標値の一覧

独立行政法人 交通安全環境研究所

DMEトラック 天然ガストラック
シリーズハイブリッド

バス
パラレルハイブリッド

トラック
スーパークリーン
ディーゼル

ＮＯｘ
新長期排出ガス規制
値の1/4以下
(0.5g/kWh以下)

新長期規制値の
1/4以下

75％低減
（対新長期排出ガス規
制相当車両）

新長期規制値の1/10
（ＩＰＴシステムとの
組合わせにより達成）

新長期規制の1/10
（0.2g/kWh，D13モー

ドにて）

ＰＭ
≒0.0g/kWh

(黒煙排出なし）
≒0.0g/kWh

(黒煙排出なし）

75%低減
（対新長期排出ガス規
制相当車両）

新長期規制値の1/10
（ＩＰＴシステムとの
組合わせにより達成）

新長期規制の半減
（0.013g/kWh，D13
モードにて）

ベースのディーゼル
エンジンと同等

過度運転時のＣＯ2排
出率:
ベースディーゼルエ
ンジン以下

50％低減
（対現生産車両）

一般ディーゼル車対
比　２倍以上

現行レベルよりも
１０％向上

（CO2 １０％削減）

NMHC: 0.17g/kWh
          以下
CO: 2.22g/kWh以下

スモークレス

・燃料噴射装置、
  燃料供給装置の
  開発
・燃焼技術の開発
・触媒技術の開発

・三元触媒、ＥＧＲ
  の採用
・高濃度メタン燃料
  に最適化したエン
  ジンで熱効率向上
・インタークーラー
  ターボ過給

・新燃焼システム採用
  ディーゼルエンジン
  の開発
・高効率電動補機駆動
  システムの開発
・高性能リチウムイオ
  ン電池の開発

・高効率永久磁石型同
  期回転機、電子制御
  式トランスミッショ
  ン等の採用
・ＩＰＴ（非接触誘導
  給電）の採用

・高過給による希薄
  燃焼及び一部予混
  合圧縮着火燃焼の
  新方式採用
・電子制御高過給の
  吸排気システム
・後処理触媒

車両のタイプ
長距離走行用
大型トラック

大型トラック バス トラック
エンジン

（トラック用を想
定）

エンジン
（動力）

出力：200kW
出力：
235kW(320PS)～
　257kW(350PS)

・エンジン5Ｌ
・発電機40kW
・モーター
　90kW×2

・エンジン４Ｌ
　110kW
・モーター
　70kW程度

出力：280kW

車両総重量 １８ｔ級 ２５ｔ １４t １３t ２５t

積載量／乗車定
員 １０ｔ ７８人乗り ８t １３t

目標値の達成方法

提
案
車
両

開発車両

性
能
目
標
値

排出ガス性能

燃費

その他



独立行政法人 交通安全環境研究所 燃料タンク　１７１ﾘｯﾀｰ×２台

（本プロジェクトによる開発車両－①）（本プロジェクトによる開発車両－①）
ＤＭＥトラック

排出ガス ＮＯｘ達成値 ０．１１ g/kWh ＜０．５g/kWh以下
ＰＭ達成値 ０．００１ g/kWh ≒０．０g/kWh以下

燃費達成値 ベースのディーゼルエンジンと同等

総重量２０ｔクラスの大型トラック （当初計画よりアップ）

主要な新規開発要素技術
燃料噴射システム，高圧燃料供給システム
専用のEGR装置および吸蔵・還元型De-NOx触媒

技術的特徴
黒煙が出ないＤＭＥの特長を生かして、大量ＥＧＲや触媒の採用により低公害化を追求
圧縮着火が可能なＤＭＥの特長を生かして、高効率化、長距離走行を目指す

開発した大型ＤＭＥトラック

車両総重量（GVW）

ベース車両

全長

積載量

PW25 (Diesel)
11.3m

２０t
10t (Base diesel)

車両のタイプ 長距離輸送用の大型トラック

車両総重量（GVW）

ベース車両

全長

積載量

PW25 (Diesel)
11.3m

２０t
10t (Base diesel)

車両のタイプ 長距離輸送用の大型トラック



独立行政法人 交通安全環境研究所

大型天然ガストラック

排出ガス： ＮＯｘ達成値 ０．１６１ g/kWh ＜０．５g/kWh以下
ＰＭ達成値 ０．００２ g/kWh ≒０．０g/kWh以下

燃費達成値： ＣＯ2排出率で（６９３g/kWh）ディーゼルエンジン以下

総重量２５ｔクラスの大型トラック

主要な新規開発要素技術
・大型エンジン用のガス供給制御システム
・ＣＮＧ用三元触媒、ＥＧＲシステム
・インタークーラーターボ過給

技術的特徴
・理論混合比への安定制御を実現し、三元触媒を効果的に利用（ＮＯｘの大幅低減）
・東京～大阪間の燃料無補給走行の実現（航続距離の拡大）

（本プロジェクトによる開発車両－②）（本プロジェクトによる開発車両－②）

開発した大型ＣＮＧトラック

車両総重量

25トン

180L
165L

213L

150L

165L

180L
165L

213L

150L

165L

CNG容器のレイアウト



（本プロジェクトによる開発車両－③）（本プロジェクトによる開発車両－③）

次世代型シリーズハイブリッドバス 72人乗りの都市バス（ＧＶＷ１４ｔ）

排出ガス：ＮＯｘ達成値 ０．３３g/kWh
ＰＭ達成値 ０．００１１g/kWh

燃費達成値：同クラス車より消費量４８％低減

独立行政法人 交通安全環境研究所

主要な新規開発要素技術
予混合圧縮着火方式をベースとした新燃焼方式エンジン
高性能Liイオン電池とＥＢＳ（電子ブレーキ制御）を組み合わせた高精度協調ブレーキシステム
全電動補機駆動システム

技術的特徴
新燃焼方式と一点定常運転により，超低排出ガスをねらった発電専用ディーゼルエンジン採用
補機駆動を電動とし，エンジン負荷を軽減して排出ガスを低減
連続再生式ＤＰＦに最適化したエンジン制御

開発したシリーズハイブリッドバス

新燃焼システム
ディーゼルエンジン
新燃焼システム
ディーゼルエンジン

高性能リチウム
イオン電池

電動補機駆動システム

●

ﾂｲﾝﾓｰﾀ
発電機

高性能
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ
電池

電動補機駆動ｼｽﾃﾑ
（空調，ﾊﾟﾜｽﾃ，ｴｱ） ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ

（新燃焼ｼｽﾃﾑ）

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

ｲﾝﾊﾞｰﾀ

ﾂｲﾝﾓｰﾀ
発電機

高性能
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ
電池

電動補機駆動ｼｽﾃﾑ
（空調，ﾊﾟﾜｽﾃ，ｴｱ） ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ

（新燃焼ｼｽﾃﾑ）

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

減

速

機

ｲﾝﾊﾞｰﾀ



（本プロジェクトによる開発車両－④）（本プロジェクトによる開発車両－④）

パラレルハイブリッドトラック 総重量１３ｔクラスの大型トラック

排出ガス：ＮＯｘ達成値 ０．０g/kWh
ＰＭ達成値 ０．００２２g/kWh

燃費達成値：同クラス車よりＣＯ２換算で消費量５０％低減
技術的特徴
排出ガス，燃費を向上させるために，電気駆動の割合を増やし，ディーゼルエンジンを小型化
高効率エネルギー回生機能や，誘導給電システムによる非接触バッテリ充電方式により，電気

エネルギーの利用効率を向上

主要な新規開発要素技術

独立行政法人 交通安全環境研究所

高効率永久磁石型同期電動機
電子制御式トランスミッション
誘導給電システム （ＩＰＴ）

開発したパラレルハイブリッドトラック
電動補機
(電動パワーステアリング)

IPT
ト ラ ッ ク
サプライ

ワンウェイクラッチ
（OWC）

リチウム
バッテリ

インバータ

無線通信
4ℓ過給ディーゼルエンジン

VGT付※

永久磁石型回転機(PM型回転機)

後処理装置（DPNR※）

IPT

リチウム
イオン
バッテリ

インバータ トラック
サプライ

T/M

IPT 1次コイル

IPT 2次コイル
（車載）

※ VGT ： Variable Geometry Turbo Charger
DPNR：Diesel Particulate-NOx Reduction system

電動補機
(電動パワーステアリング)

IPT
ト ラ ッ ク
サプライ

ワンウェイクラッチ
（OWC）

リチウム
バッテリ

インバータ

無線通信
4ℓ過給ディーゼルエンジン

VGT付※

永久磁石型回転機(PM型回転機)

後処理装置（DPNR※）

IPT

リチウム
イオン
バッテリ

インバータ トラック
サプライ
トラック
サプライ

T/M

IPT 1次コイル

IPT 2次コイル
（車載）

※ VGT ： Variable Geometry Turbo Charger
DPNR：Diesel Particulate-NOx Reduction system



低硫黄軽油（S分10ppm以下）の使用、Ｄ１３モードを前提

排出ガス ＮＯｘ達成値：触媒前1.0 g／kWh、触媒後 0.2 g／kWh ＊

ＰＭ達成値 ：触媒前０.０5 g／kWh、触媒後 0.013 g／kWh＊

燃費達成値 現行レベルと同等
技術的特徴
高過給，広域多量EGRシステムによる希薄燃焼新方式の採用（一部予混合圧縮着火燃焼を含む）
高Pmax対応エンジン構造
NOxセンサ、λセンサの活用による排気後処理システムの精密制御

スーパークリーンディーゼルエンジン ＧＶＷ２５ｔクラスの大型トラック用
ディーゼルエンジン

（本プロジェクトによる開発車両－⑤）（本プロジェクトによる開発車両－⑤）

※：後処理にてNOｘ、PMともに８０％低減可能とする

主要な新規開発要素技術

独立行政法人 交通安全環境研究所

次世代高圧コモンレールシステム
電子制御式高過給対応ターボチャージャ
電子制御式の広域多量ＥＧＲシステム（含むＥＧＲクーラ）
ＮＯｘ，ＰＭ同時低減後処理システム
高Ｐmax対応ピストン、コンロッド等

電子制御式新型ノズ
ル
高過給対応新４弁吸排気システム
　(空気量コントロールを含む)

新燃焼対応浅皿燃焼室

可変スワール吸気ポート

電子制御式高過給対応
　　　　ターボチャージャ

電子制御式広域多量EGRシステム
　(EGRクーラを含む)

高Pmax対応エンジン構造
・吸排気バルブ
・カムシャフト
・各部メタルNOx・PM低減後処理システム

　・NOxセンサ、λセンサ 次世代高圧コモンレールシステム

新規開発の要素技術

電子制御式新型ノズ
ル
高過給対応新４弁吸排気システム
　(空気量コントロールを含む)

新燃焼対応浅皿燃焼室

可変スワール吸気ポート

電子制御式高過給対応
　　　　ターボチャージャ

電子制御式広域多量EGRシステム
　(EGRクーラを含む)

高Pmax対応エンジン構造
・吸排気バルブ
・カムシャフト
・各部メタルNOx・PM低減後処理システム

　・NOxセンサ、λセンサ 次世代高圧コモンレールシステム

新規開発の要素技術

高過給・高EGRディーゼル燃焼

燃焼のコンセプト（ねらい）

１ 希薄燃焼 （O2濃度を高め完全燃焼、低温度）

２ 高過給 （高密度の空気で燃焼）

３ 高密度の空気中に燃料噴射

（燃料ピーク濃度を下げる）

４ 高圧燃料噴射 （燃料の微粒化で黒煙低減）

５ 高BMEP  （相対フリクション, 熱損失の低減）

６ 広域・多量EGR （NOx低減）

７ 軽負荷は予混合圧縮着火燃焼を利用

開発したスーパークリーンディーゼルエンジン



「次世代プロジェクトの概要」まとめ「次世代プロジェクトの概要」まとめ

1. 大気汚染や地球環境問題に対応するため、国土交通省では、「次世代低公害
車開発促進プロジェクト」を１４年度から実施。

2. 実施体制として、（独）交通安全環境研究所を中核として、産学官の総合的な
取り組みにより事業を推進。

3. 「次世代大型低公害車」のコンセプトは、大型ディーゼル車に代替可能で、窒素
酸化物（ＮＯｘ）を新長期排出ガス規制値の1/10レベルに低減、粒子状物質（Ｐ
Ｍ）をゼロまたは限りなくゼロに近いものとし、燃費（ＣＯ2）はディーゼル車と同
程度とする。 ２０１０年を目途に実用化

4. 今回のプロジェクトにおける開発車両は、①ジメチルエーテル（ＤＭＥ）トラック、
②大型圧縮天然ガストラック、③シリーズハイブリッドバス、④パラレルハイブ
リッドトラック、及び⑤スーパークリーンディーゼルエンジンの５種。

5. いずれもエンジン出力２００ｋＷ以上、総重量１０トン以上のトラック、バス及びエ
ンジンを試作。環境性能等で当初計画の開発目標を達成ないし達成見込み。

6. 本プロジェクトは、近い将来の次世代低公害車の大量普及を目指した現実的
な取り組みとなる。

独立行政法人 交通安全環境研究所



車両展示 メインステージでの
プレゼンテーション

第３８回東京モーターショウ（０４年１１月２日～７日）

独立行政法人 交通安全環境研究所

車両展示
最終報告会

次世代低公害車・燃料電池自動車国際シンポジウム
（０５年３月２４日、東京ドームシティ後楽園プリズムホール）



独立行政法人 交通安全環境研究所

次世代低公害車開発・実用化促進事業（平成次世代低公害車開発・実用化促進事業（平成1717年度～年度～1919年度）の概要とねらい年度）の概要とねらい

大都市を中心とした厳しい大気汚染問題を抜本的に
解決し、地球温暖化対策に資するため、排出ガス性
能を大幅に改善させ、二酸化炭素の排出量を低減し
た、大型ディーゼル車に代替する「次世代低公害車」
の開発を促進するために、安全上・環境上の技術基
準等を策定する事業。

事業期間：平成１４年度～１６年度
対象車種：ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ自動車、次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車

次世代天然ｶﾞｽ自動車、ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ自動車

◎実用化・普及を促進するためには、試作車の実証公道走行試験を
行い、技術基準等の一層の整備を図ることが必要。
◎将来有望な新たな次世代低公害技術の準備。実用化が近い

次世代低公害車
新たな次世代
低公害車

ⅠⅠ．これまでに開発した次世代低公害車の．これまでに開発した次世代低公害車の
実用化普及促進（実証試験）実用化普及促進（実証試験）

平成14年度～16年度に開発した次世代低公害車
（DMEDME自動車、次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車、自動車、次世代ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ自動車、CNGCNG自動車、自動車、

ｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙエンジンｽｰﾊﾟｰｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙエンジン等）について、その大量
普及を促進するため、公道走行試験等を通じて、
走行データを収集することにより、技術基準等の
一層の整備を進める

ⅡⅡ．新たな次世代低公害車の開発促進．新たな次世代低公害車の開発促進

開発段階にある新たな次世代低公害車（水素水素
エンジンエンジン、、LNGLNG自動車、自動車、FTD(GTL)FTD(GTL)自動車自動車）の

開発を促進するため、試作・評価を行うことにより、
技術基準等（指針）を策定する。

次世代低公害車開発促進事業（第１期）について

独立行政独立行政法人交通安全環境研究所を中核的研究機関
として産官学の連携により下記の事業を実施（１７～１９年度）

２つの施策により、次世代低公害車の開発・実用化・普及を総合的に推進

第
２
期
次
世
代
低
公
害
車
事
業



まま とと めめ

独立行政法人 交通安全環境研究所

近年では，国際基準調和活動への貢献がわが国にも強く求められており，会

議への専門家としての参加，技術資料の取りまとめ等の作業に研究成果を提供

するなど，積極的に関与している．

平成１４年度からは，国土交通省の大型プロジェクト「次世代大型低公害車

開発促進事業」を中核的研究機関として受託し，これまでの研究のノウハウを

活用して，産，学との協力の下に３ヶ年計画でこれを実施し、大きな成果を上

げた。

平成17年度からは、上記プロジェクトに引き続き国土交通省の大型プロジェ

クト「次世代低公害車開発・実用化促進事業」を３ヶ年計画で実施する。

平成17年度からは、上記プロジェクトに引き続き国土交通省の大型プロジェ

クト「燃料電池バス実用化促進プロジェクト」を３ヶ年計画で実施する。

交通機関の利便性を損なうことなく環境負荷の低減を追求することによって、

交通環境の改善・保全という国民からの付託に応える研究活動を推進する。
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